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　利用上の注意

＊ 　本資料の数字は，特に断りのない限り，当該項目の収入又は支出がない世帯も含めた

１世帯当たりの平均値である。

＊ 　二人以上の世帯の年平均は，月別結果の単純平均として算出している。

＊ 　本資料の数字は，表章単位未満を四捨五入しているため，内訳を足し上げても必ずしも

合計とは一致しない。

＊ 　統計表中の「－」は，該当数字がないものである。

　2019年結果利用上の注意

　　 2018年１月から調査で使用する家計簿等の改正を行っており，2019年結果には，当該改正

　 の影響が含まれるため，時系列比較をする際には注意が必要である。

　　 本書では，原則として，以下の方針により記載している。

＊ 　2019年結果について，前年からの増減率及びその寄与度は，当該改正の影響を調整した

　 　 変動調整値を記載している。

≪家計収支編≫

　　勤労者世帯(3,595)

　　無職世帯(2,248)

　　個人営業などの世帯※
(787)

　　勤労者世帯(1,581)

　　無職世帯(1,537)

　　個人営業などの世帯※
(252)

（注） （ ）内は，2019年平均の世帯分布（１万分比）
  ※ 　勤労者・無職以外の世帯

家計調査の世帯区分

二人以上の世帯
(6,630)

総世帯
(10,000)

単身世帯
(3,370)
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Ⅰ 家計収支の概況（二人以上の世帯） 

１ 二人以上の世帯の家計消費 

(1) 消費支出は実質0.9％の増加となり，６年ぶりの実質増加 

2019年の二人以上の世帯（平均世帯人員2.97人，世帯主の平均年齢59.4歳）の消費支出は，

１世帯当たり１か月平均293,379円で，前年に比べ名目1.5％の増加となった。また，物価変動

（0.6％）の影響を除いた実質では0.9％の増加となった。 

消費支出の対前年実質増減率の近年の推移をみると，東日本大震災が発生した2011年は減少

（-2.2％）となった。2012年（1.1％），2013年（1.0％）は２年連続の実質増加となった。2014

年は，消費税率引上げに伴う駆け込み需要が見られたものの，その後の反動減や夏場の天候不

順の影響などもあって減少（-2.9％）となり，2018年まで５年連続の実質減少となった。2019

年は，皇位継承に伴いゴールデンウィークが10連休となったことや，消費税率引上げに伴う駆

け込み需要が見られたことなどから，６年ぶりの実質増加（0.9％）となった。 

（図Ⅰ－１－１） 

 

図Ⅰ－１－１ 消費支出の対前年増減率の推移（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)  １ 2018 年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 

２ 増減率の実質化には，消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。 
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 月別にみると，１月は，住宅リフォームなどの「設備修繕・維持」や，自動車整備費などの「自動

車等関係費」などが増加したことから消費支出は実質2.0％の増加となった。２月は，自動車購入な

どの「自動車等関係費」などが増加した。 

４～８月は，ゴールデンウィークが10連休になったこと，お盆前後に長期休暇を取得しやすい日並

びになったことなどから，「交通」や，旅行に関する「教養娯楽サービス」などが増加し，特に５月

の消費支出は実質4.0％の増加と他の月と比べ増加幅が大きくなった。 

９月は，翌月からの消費税率引上げの影響で，電気冷蔵庫などの「家庭用耐久財」や，自動車等部

品などの「自動車等関係費」などに駆け込み需要が見られ，消費支出は実質9.5％の増加となった。

10月は，駆け込み需要の反動減や，大型台風の上陸などの影響から実質5.1％の減少となった。 

11月，12月は，気温の高い日が続いたことなどから，エアコンディショナなどの「家庭用耐久財」

や，婦人用コートなどの「洋服」などが減少した。 

（図Ⅰ－１－２） 

 

 

図Ⅰ－１－２ 消費支出の対前年同月増減率の推移（二人以上の世帯）－2019年－ 
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＜参考１＞ 2019年の家計をめぐる主な動き 

所得・消費関係 

・ 労働基準法が改正され，法定の年次有給休暇付与日数が10日以上の全ての労働者に対し「年５日の年次有給休

暇の確実な取得」が義務化（４月） 

・ 皇位継承に伴いゴールデンウィークが10連休に。鉄道・航空とも過去10年間で最高の旅客数（４月～５月） 

・ 労働力調査の結果によると，女性の就業者数が比較可能な1953年以降初めて3000万人（原数値）を突破（６月） 

・ 最低賃金が全国平均で27円引き上げられ901円に。比較可能な2002年以降最大の引上げ幅（７月） 

・ 消費税率の８％から10％への引上げ。食料品などは軽減税率を適用（10月） 

・ 消費税率引上げ後の９か月間に限り，需要平準化対策として，中小・小規模事業者によるキャッシュレス手段

を使ったポイント還元を支援するキャッシュレス・ポイント還元事業が開始（10月） 

・ 幼児教育の無償化が開始。幼稚園，保育所，認定こども園などを利用する３歳から５歳児の子供，住民税非課

税世帯の０歳から２歳児までの子供の利用料が無料に（10月） 

・ 経団連がまとめた大企業が支給するボーナスの平均妥結額は，夏92万1107円，冬95万1411円と，それぞれ前年

比3.44％の減少，1.77％の増加（８月，12月） 

・ 「キャッシュレス還元」の効果などで客単価が上昇したことなどにより，主要コンビニの年間の全店売上高が

11兆1608億円となり,前年比1.7％の増加で，比較可能な統計のある2005年以降14年連続の増加 

・ 2020年１月にウィンドウズ７のサポートが終了する影響でパソコン特需。電子情報技術産業協会（JEITA）に

よると，国内出荷台数は前年比37.4％の増加 

・ 米中関係の悪化などの影響から，８月の日経平均株価は２万1000円割れで推移。その後，両国の関係改善など

により10月から年末にかけて堅調に推移 

 

直接税・社会保険料関係 

・ 介護保険第２号保険料率の引上げ（３月） 

・ 国民年金保険料の引上げ（４月） 

・ 2019年10月1日以降に初回新規登録を受けた自家用の乗用車（登録車）から，自動車税（種別割）の税率引下

げ。自動車取得税が廃止され，環境性能割が導入（10月） 

 

その他 

・ 日本と欧州連合（EU）の経済連携協定（EPA）が発効（２月） 

・ 天皇陛下が即位。「令和」に改元（５月） 

・ 2020年東京オリンピックチケットの抽選受け付けが開始（５月） 

・ 山形県沖を震源とする最大震度６強の地震が発生（６月） 

・ 仁徳天皇陵古墳を含む「百舌鳥・古市古墳群」が世界文化遺産に登録決定（７月） 

・ 梅雨前線の影響などで曇りや雨の日が多く，東日本では７月としては12年ぶりの低温に（７月） 

・ 渋野日向子選手がゴルフ全英女子オープンで優勝。日本人選手として42年ぶりに海外メジャーを制覇（８月） 

・ 九州北部で記録的な大雨を観測（８月） 

・ 台風15号（令和元年房総半島台風）が千葉県を直撃。大規模停電が長期間発生（９月） 

・ 台風19号（令和元年東日本台風）が関東地方を通過し，18都県の103地点で24時間降水量の記録を更新。阿武

隈川や千曲川など，河川の氾濫，決壊が相次ぐ。鉄道事業者が計画運休を実施（10月） 

・ インフルエンザが早期流行。1999年以降では，新型インフルエンザが流行した2009年を除いて最も早い「流行

入り」（11月） 

・ ラグビーワールドカップ日本大会が開幕。日本は初のベスト８に（９～11月） 

・ 東日本と西日本の秋の気温は，1946年以来過去最高に（９～11月） 

・ 天皇陛下の「即位礼正殿の儀」（10月），即位祝賀パレード「祝賀御列の儀」（11月） 

・ 12月23日の旧天皇誕生日が平日となる一方で，日並びの関係で年末年始が９連休に 

・ 高齢ドライバーによる重大事故や「あおり運転」が社会問題化。JEITAによると，上半期（４～９月）のドラ

イブレコーダー国内出荷台数は前年同期比45.2％の増加 

・ 2019年の訪日外国人数が全国で前年比2.2％増の3188万２千人（推計値）と，８年連続の増加 
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(2) 交通・通信，教養娯楽，保健医療などが実質増加 

二人以上の世帯の消費支出を10大費目別にみると，「交通・通信」，「教養娯楽」，「保健医療」，

「食料」，「家具・家事用品」及び「その他の消費支出」の６費目が実質増加となった。一方，「光

熱・水道」，「被服及び履物」，「教育」及び「住居」の４費目が実質減少となった。また，10大費

目の内訳をみると，次のとおりである。 

 

ア 食料は80,461円で，名目0.8％の増加，実質0.4％の増加となった。調理食品などが実質増加

となった。一方，肉類などが実質減少となった。なお，エンゲル係数注４（消費支出に占める食

料費の割合）は25.7％と，前年と同水準となった。 

イ 住居は17,103円で，名目0.5％の増加，実質0.5％の減少となった。家賃地代が実質減少と

なった。一方，設備修繕・維持が実質増加となった。 

ウ 光熱・水道は21,951円で，名目0.8％の減少，実質3.0％の減少となった。電気代，他の光熱

などが実質減少となった。 

エ 家具・家事用品は11,717円で，名目5.0％の増加，実質2.7％の増加となった。家事用消耗品，

家庭用耐久財などが実質増加となった。一方，寝具類が実質減少となった。 

オ 被服及び履物は11,306円で，名目1.2％の減少，実質1.6％の減少となった。洋服，シャツ・

セーター類などが実質減少となった。 

カ 保健医療は14,010円で，名目4.5％の増加，実質3.8％の増加となった。保健医療用品・器具，

保健医療サービスなどが実質増加となった。 

キ 交通・通信は43,814円で，名目3.1％の増加，実質3.8％の増加となった。自動車等関係費，

通信などが実質増加となった。 

ク 教育は11,495円で，名目3.0％の減少，実質1.5％の減少となった。補習教育及び授業料等が

実質減少となった。一方，教科書・学習参考教材が実質増加となった。 

ケ 教養娯楽は30,679円で，名目4.9％の増加，実質3.2％の増加となった。教養娯楽サービス，

教養娯楽用耐久財などが実質増加となった。一方，書籍・他の印刷物が実質減少となった。 

コ その他の消費支出注５は50,843円で，名目1.0％の増加，実質0.4％の増加となった。諸雑費など

が実質増加となった。一方，仕送り金注５及び交際費注５が実質減少となった。 

（表Ⅰ－１－１，図Ⅰ－１－３） 
 

 

 
 
 
 
 
 

(注) １ 消費支出の内訳の各費目については，他の世帯への贈答品やサービスの支出を含んでいる。 

２ 月平均額は年計を12で除し，名目増減率及び実質増減率は年計から算出した。 

３ 名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 

４ エンゲル係数は，消費支出に占める食料費（他の世帯への贈答品やサービスの支出を含まない）の割合である。 

５ 「その他の消費支出」，交際費及び仕送り金の増減率の実質化には，消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用い
た。 
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293,379 1.5 0.9 - 

80,461 0.8 0.4 0.12 
穀 類 6,535 0.6 -0.3 -0.01 
魚 介 類 6,155 -0.8 -2.2 -0.05 
肉 類 7,447 -2.3 -3.2 -0.08 
乳 卵 類 3,834 0.1 -2.1 -0.03 
野 菜 ・ 海 藻 8,628 -5.2 -0.3 -0.01 
果 物 3,253 1.4 0.0 0.00 
油 脂 ・ 調 味 料 3,637 -0.1 0.1 0.00 
菓 子 類 7,289 3.6 1.6 0.04 
調 理 食 品 10,699 3.8 2.9 0.10 
飲 料 4,848 5.2 5.0 0.08 
酒 類 3,393 0.4 0.9 0.01 
外 食 14,743 2.5 1.0 0.05 

17,103 0.5 -0.5 -0.03 
家 賃 地 代 8,095 -5.1 -5.1 -0.15 
設 備 修 繕 ・ 維 持 9,008 6.1 4.1 0.12 

21,951 -0.8 -3.0 -0.23 
電 気 代 10,825 0.1 -2.8 -0.11 
ガ ス 代 4,853 1.4 -1.6 -0.03 
他 の 光 熱 1,229 -12.1 -12.1 -0.06 
上 下 水 道 料 5,044 -1.7 -2.3 -0.04 

11,717 5.0 2.7 0.11 
家 庭 用 耐 久 財 4,043 7.2 2.2 0.03 
室 内 装 備 ・ 装 飾 品 660 2.8 1.2 0.00 
寝 具 類 832 -1.0 -2.8 -0.01 
家 事 雑 貨 2,279 3.3 3.6 0.03 
家 事 用 消 耗 品 3,049 6.2 4.6 0.05 
家 事 サ ー ビ ス 854 3.4 2.1 0.01 

11,306 -1.2 -1.6 -0.07 
和 服 155 -1.9 -2.9 0.00 
洋 服 4,581 -1.2 -1.0 -0.02 
シ ャ ツ ・ セ ー タ ー 類 2,235 -1.0 -1.4 -0.01 
下 着 類 1,057 -1.3 -1.9 -0.01 
生 地 ・ 糸 類 118 -2.6 - - 
他 の 被 服 904 -2.9 -3.3 -0.01 
履 物 類 1,559 -0.5 -1.8 -0.01 
被 服 関 連 サ ー ビ ス 697 -1.4 -3.7 -0.01 

14,010 4.5 3.8 0.18 
医 薬 品 2,586 7.9 8.0 0.07 
健 康 保 持 用 摂 取 品 1,111 -8.5 - - 
保 健 医 療 用 品 ・ 器 具 2,516 10.4 9.6 0.08 
保 健 医 療 サ ー ビ ス 7,797 3.8 2.8 0.07 

43,814 3.1 3.8 0.56 
交 通 6,101 8.8 8.0 0.16 
自 動 車 等 関 係 費 24,113 3.0 2.9 0.23 
通 信 13,599 0.9 4.1 0.19 

11,495 -3.0 -1.5 -0.06 
授 業 料 等 8,622 -3.2 -0.5 -0.02 
教 科 書 ･ 学 習 参 考 教 材 223 22.6 22.2 0.01 
補 習 教 育 2,650 -4.2 -5.3 -0.05 

30,679 4.9 3.2 0.33 
教 養 娯 楽 用 耐 久 財 2,059 17.9 17.8 0.11 
教 養 娯 楽 用 品 7,116 4.1 2.6 0.06 
書 籍 ・ 他 の 印 刷 物 3,380 -0.4 -3.1 -0.04 
教 養 娯 楽 サ ー ビ ス 18,124 4.9 3.3 0.20 

50,843 1.0 0.4 0.06 
諸 雑 費 24,143 1.6 1.6 0.13 
こ づ か い （ 使 途 不 明 ） 9,305 4.6 4.0 0.12 
交 際 費 11,904 0.4 -0.2 -0.01 
仕 送 り 金 5,491 -6.1 -6.7 -0.13 

月平均額
（円）

費　　目

保 健 医 療

被 服 及 び 履 物

実質増減率への

寄与度　　（％）

実質増減率
（％）

そ の 他 の 消 費 支 出

消 費 支 出

食 料

住 居

光 熱 ・ 水 道

名目増減率
（％）

交 通 ・ 通 信

教 養 娯 楽

教 育

家 具 ・ 家 事 用 品

表Ⅰ－１－１ 消費支出の費目別対前年増減率（二人以上の世帯）－2019年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

(注) １ 消費支出の内訳の各費目については，他の世帯への贈答品やサービスの支出を含んでいる。 

２ 月平均額は年計を12で除し，名目増減率，実質増減率及び実質増減率への寄与度は年計から算出した。 

３ 名目増減率，実質増減率及び実質増減率への寄与度は，変動調整値である。 

４ 「その他の消費支出」，こづかい（使途不明），交際費及び仕送り金の増減率の実質化には，消費者物価指数（持家の帰属家

賃を除く総合）を用いた。 
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0.12

0.11

0.18

0.56

0.33

0.06

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8
（％）

食 料

住 居

光 熱 ・ 水 道

家 具 ・ 家 事 用 品

被 服 及 び 履 物

保 健 医 療

交 通 ・ 通 信

教 育

教 養 娯 楽

そ の 他 の 消 費 支 出

-0.03 

-0.23 

-0.07 

-0.06 

-0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0.0
（％）

 

図Ⅰ－１－３ 消費支出の対前年実質増減率に対する10大費目別寄与度（二人以上の世帯）－2019年－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
(注) １ 各費目は，他の世帯への贈答品やサービスの支出を含んでいる。 

２ 実質増減率への寄与度は，年計から算出した。また，変動調整値である。 
３ 「その他の消費支出」の増減率の実質化には，消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を

用いた。 
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293,379 278,768
332,539 354,252

292,533
241,262

0.9 

1.9 

2.7 2.2 
-0.6 

0.6 

-28

-21

-14

-7

 0

 7

0

250,000

500,000

750,000

1,000,000

平均 40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

(％)

消
費
支
出

実
質
増
減
率

(円)

実質増減率

消
費
支
出

（再掲）

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 65歳以上

10,000 1,157 1,890 1,711 2,183 3,058 4,271

2.97 3.67 3.69 3.16 2.62 2.39 2.43 

59.4 34.4 44.6 54.4 64.9 76.9 74.1 

85.1 62.5 79.4 85.6 91.4 92.4 92.4 

293,379 278,768 332,539 354,252 292,533 241,262 252,738

項          目

（ 円 ）

( ％ )

消 費 支 出

持 家 率

平  均

( 人 )

( 歳 )

世 帯 人 員

世 帯 主 の 年 齢

世 帯 数 分 布 ( １ 万 分 比 )

(3) 消費支出は 60～69歳を除く各階級で実質増加 

二人以上の世帯の消費支出を世帯主の年齢階級別にみると，40歳未満の世帯は１世帯当たり１か

月平均278,768円，40～49歳の世帯は332,539円，50～59歳の世帯は354,252円，60～69歳の世帯は

292,533円，70歳以上の世帯は241,262円となった。 

前年と比べると，40～49歳の世帯で実質2.7％の増加，50～59歳の世帯で実質2.2％の増加，40歳

未満の世帯で実質1.9％の増加，70歳以上の世帯で実質0.6％の増加となった。一方，60～69歳の世

帯で実質0.6％の減少となった。 

 （図Ⅰ－１－４，表Ⅰ－１－２） 

 

図Ⅰ－１－４ 世帯主の年齢階級別消費支出額及び対前年実質増減率 

（二人以上の世帯）－2019年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

(注) 実質増減率は，変動調整値である。 

 
 

表Ⅰ－１－２ 世帯主の年齢階級別消費支出額（二人以上の世帯）－2019年－ 
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（％）

実数
実質

増減率

　2010年 1.66 0.5 -0.5 -0.7 0.9 2.4 11.1 23.8 23.1 1.3 

　2011 1.66 -2.0 -1.8 -1.1 -5.5 -6.7 -7.7 5.7 7.3 -1.7 

　2012 1.68 1.6 0.2 0.3 -0.1 10.5 -1.4 5.5 6.0 1.6 

　2013 1.70 1.0 1.2 0.3 6.0 2.7 4.3 -6.2 -7.0 0.5 

　2014 1.67 -0.7 -0.2 -0.1 -0.7 -1.5 -15.9 -0.7 -3.6 -3.9 

　2015 1.73 1.1 -0.4 -0.5 0.2 7.1 -2.1 7.0 9.6 0.1 

　2016 1.74 0.2 0.2 -0.3 2.5 1.3 10.4 1.0 0.2 0.3 

　2017 1.74 1.3 1.4 1.0 3.4 -0.5 3.4 4.6 6.3 0.7 

　2018 1.78 0.6 -0.2 -0.7 2.1 6.0 3.5 -2.8 -1.4 -0.6 

　2019 1.77 1.1 1.3 1.6 -0.1 9.1 -19.4 -6.0 -7.0 0.5 

－ 586,149 438,263 355,056 83,207 83,468 14,574 36,458 34,784 － 
2019年

月平均額（円）

年　　　次

名  　目 　 増 　 減 　 率

有業人員

(人）

実収入 実収入

勤 め 先 収 入

他の経常

収  入世帯主

収　入

世帯主の

配偶者の

収  入

他  の

世帯員

収  入

社会保障

給  付定期収入
臨時収入

・賞与

２ 二人以上の世帯のうち勤労者世帯の家計収支 

(1) 実収入は名目1.1％の増加，実質0.5％の増加 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯（平均世帯人員3.31人，世帯主の平均年齢49.6歳）の実収

入注は，１世帯当たり１か月平均586,149円で，前年に比べ名目1.1％の増加，実質0.5％の増加

となった。実収入のうち勤め先収入の内訳をみると，世帯主の定期収入及び世帯主の配偶者の

収入は名目増加，世帯主の臨時収入・賞与及び他の世帯員収入は名目減少となった。 

（図Ⅰ－２－１，表Ⅰ－２－１） 
 

(注)  実収入とは，世帯員全員の現金収入（税込み）を合計したもので，勤め先収入のほか，事業・内職収入，公的年

金等の社会保障給付，財産収入などが含まれる。ただし，家計調査においては，宝くじ当せん金，損害保険金，

遺産相続金，退職一時金などの不規則で経常的でない高額な受取は，実収入から除いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表Ⅰ－２－１ 実収入の項目別対前年増減率の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図Ⅰ－２－１ 実収入の対前年増減率の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

(注) 2018年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 

(注) 2018年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 
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-6

-4

-2

0

2

4

6

2010年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

実質増減率

名目増減率

（％）

可 処 分 所 得 2010年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

月 平 均 額 （ 円 ） 429,967 420,538 425,005 426,132 423,541 427,270 428,697 434,415 455,125 476,645

名目 増 減率 （ ％ ） 0.5 -2.2 1.1 0.3 -0.6 0.9 0.3 1.3 0.8 1.0

実質 増 減率 （ ％ ） 1.3 -1.9 1.1 -0.2 -3.8 -0.1 0.4 0.7 -0.4 0.4

(注) 実質増減率は，変動調整値である。 

(2) 可処分所得 

ア 可処分所得は名目1.0％の増加，実質0.4％の増加 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の可処分所得（実収入から直接税，社会保険料などの非消

費支出を差し引いた額）は476,645円で，前年に比べ名目1.0％の増加，実質0.4％の増加となっ

た。                                 （図Ⅰ－２－２） 

図Ⅰ－２－２ 可処分所得の対前年増減率の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 2018年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 

 

 

イ 可処分所得は40～49歳を除く各階級で実質増加 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の可処分所得の対前年実質増減率を世帯主の年齢階級別

にみると，50～59歳の世帯で実質1.2％の増加，60歳以上の世帯で実質1.0％の増加，40歳未満

の世帯で実質0.5％の増加となった。一方，40～49歳の世帯で実質0.3％の減少となった。 

   （図Ⅰ－２－３，表Ⅰ－２－２） 

図Ⅰ－２－３ 世帯主の年齢階級別可処分所得額及び対前年実質増減率 

（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）－2019年－ 
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(注) 実質増減率は，変動調整値である。 
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-6
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6

2010年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

実質増減率

名目増減率

（％）

消 費 支 出 2010年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

月 平 均 額 （ 円 ） 318,315 308,838 313,874 319,170 318,755 315,379 309,591 313,057 315,314 323,853

名目 増 減率 （ ％） -0.2 -3.0 1.6 1.7 -0.1 -1.1 -1.8 1.1 -0.3 1.8

実質 増 減率 （ ％） 0.6 -2.7 1.6 1.2 -3.3 -2.1 -1.7 0.5 -1.5 1.2

(3) 消費支出 

ア 消費支出は名目1.8％の増加，実質1.2％の増加 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の消費支出は323,853円で，前年に比べ名目1.8％の増加，

実質1.2％の増加となった。消費支出の対前年実質増減率の近年の推移をみると，2011年は減少

となった後，2012年，2013年と２年連続増加，2014年以降３年連続減少となり，2017年は増加に

転じた。2018年に減少となったものの，2019年は再び増加となった。 （図Ⅰ－２－４） 

 

図Ⅰ－２－４ 消費支出の対前年増減率の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 2018年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 

 

 

イ 消費支出は60歳以上を除く各階級で実質増加 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の消費支出を前年と比べると，40～49歳の世帯で実質1.7％

の増加，50～59歳の世帯で実質1.6％の増加，40歳未満の世帯で実質1.5％の増加となった。一

方，60歳以上の世帯で実質0.2％の減少となった。       （図Ⅰ－２－５，表Ⅰ－２－２） 

図Ⅰ－２－５ 世帯主の年齢階級別消費支出額及び対前年実質増減率 

（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）－2019年－ 
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(4) 平均消費性向は0.5ポイントの上昇 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の平均消費性向は67.9％となった。2018年に調査で使用する家

計簿の改正を行っており，2018年結果には当該改正による影響が含まれるため，2018年と2019年を

比較する際には注意を要する。2018年の原数値（69.3％）と比較すると1.4ポイントの低下となっ

たが，当該改正を考慮すると（2018年は67.4％），前年から0.5ポイントの上昇となり,５年ぶりの

上昇となった。 

黒字は152,792円，黒字率は32.1％となった。黒字の内訳をみると，金融資産純増は150,723円，

土地家屋借金純減は32,837円，財産純増は7,036円となった。なお，金融資産純増の内訳をみると，

預貯金純増は131,941円，有価証券純購入は1,020円，保険純増は17,762円となった。 

（図Ⅰ－２－６，表Ⅰ－２－２，図Ⅰ－２－７，図Ⅰ－２－８） 

(注)  １  黒字とは，可処分所得から消費支出を差し引いた額である。 

   ２  黒字率とは，可処分所得に対する黒字の割合である。 

   ３  金融資産純増とは，預貯金純増，保険純増及び有価証券純購入を合わせたものである。 

   ４  預貯金純増とは，銀行などの金融機関への預貯金の預入額から引出額を差し引いた額である。 

   ５  保険純増とは，貯蓄的要素のある保険料から保険金を差し引いた額である。 

   ６  有価証券純購入とは，有価証券購入（株式，債券など）から有価証券売却を差し引いた額である。 

   ７  土地家屋借金純減とは，土地や住宅などの購入に係る借入金返済額（土地家屋借金返済）から借入額（土 

地家屋借入金）を差し引いた額である。 

   ８  財産純増とは，財産購入（土地，家屋などの不動産）から財産売却を差し引いた額である。 
    

図Ⅰ－２－６ 平均消費性向の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

表Ⅰ－２－２ 世帯主の年齢階級別家計収支（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）－2019年－ 

 

(注) （ ）内は，家計簿の改正による影響を調整した2018年の参考値（新家計簿基準）である。 

( 円 )

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60歳以上

10,000 1,987 3,137 2,697 2,179

世 帯 人 員 ( 人 ) 3.31 3.66 3.68 3.16 2.64

世 帯 主 の 年 齢 ( 歳 ) 49.6 34.3 44.5 54.3 65.2

持 家 率 ( ％ ) 79.8 62.6 79.9 85.3 88.6

実 収 入 586,149 546,352 624,344 682,131 450,370

非 消 費 支 出 109,504 90,485 118,899 141,392 74,189

可 処 分 所 得 476,645 455,867 505,444 540,739 376,181

消 費 支 出 323,853 280,286 334,426 362,601 300,493

黒 字 152,792 175,581 171,018 178,138 75,688

平 均 消 費 性 向 ( ％ ) 67.9 61.5 66.2 67.1 79.9
(67.4) (60.9) (64.8) (66.8) (80.8)

   黒 字 率 ( ％ ) 32.1 38.5 33.8 32.9 20.1
(32.6) (39.1) (35.2) (33.2) (19.2)（参考値）黒 字 率 ( ％ ) （注）

項　　目 平　均

世 帯 数 分 布 ( １ 万 分 比 )

（参考値）平均消費性向 ( ％ ) （注）

(注)  2018年１月に行った調査で使用する家計簿の改正の影響による変動を含むため，時系列比較をする際には注意が必要。 

このため，図Ⅰ－２－６では，家計簿改正の影響を調整した参考値を併せて示している。 

 

 

（69.3 ）

(71.2 )

(67.4 )

64

66

68

70

72

74

76

78

2010年 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

平均消費性向（原数値）

家計簿改正の影響を調整した参考値（旧家計簿）

家計簿改正の影響を調整した参考値（新家計簿）

（％）

0



 12

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実収入 586,149円

可処分所得 476,645円

消費支出 323,853円

23.9％

非消費支出

109,504円

17.0％ 9.9％ 19.2％

食料 住居

(6.0％)

光熱・水道

(6.7％)

家具・家事用品

(3.7％) 被服及び履物

(4.0％)

保健医療

(3.9％)

交通・通信

教育

(5.7％) 教養娯楽

その他の消費支出

（うち交際費 5.4％）

黒字

152,792円

勤め先収入 536,305円

91.5％

そ

の

他

8.5％

図Ⅰ－２－７ 黒字の内訳の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－２－８ 二人以上の世帯のうち勤労者世帯の家計収支 －2019年－ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)  １  図中の「勤め先収入」及び「その他」の割合（％）は，実収入に占める割合である。 

２  図中の「食料」から「その他の消費支出」までの割合（％）は，消費支出に占める割合である。 

３ 図中の「消費支出」のうち，他の世帯への贈答品やサービスの支出は，「その他の消費支出」の「うち交際費」

に含まれている。 

(注)  １  その他には，他の借金純減，分割払購入借入金純減，一括払購入借入金純減， 

その他の純増及び繰越純増が含まれる。 

２ （ ）は黒字額である。 

３  金融資産純増の< >は2019年平均の値である。 

４ 2018年１月に行った調査で使用する家計簿の改正の影響による変動を含むため，時系列比

較をする際には注意が必要 

５ 調査世帯の約半数において新家計簿を使用 

６ 全ての世帯において新家計簿を使用 
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＜参考２＞ 世帯主が60歳以上の世帯割合の推移 

（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）の改正により，2006年４月以

降，事業主に(1)定年の引上げ，(2)継続雇用制度の導入，(3)定年の定めの廃止のうちいずれかの

措置（高年齢者雇用確保措置）を講ずる義務が課されたことなどにより，勤労者世帯に占める世帯

主が60歳以上の割合は上昇傾向にある。 
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＜参考３＞ 世帯区分別構成比の推移（二人以上の世帯） 
 

二人以上の世帯に占める勤労者世帯，無職世帯及び個人営業などの世帯（無職世帯を除く勤労

者以外の世帯）の割合を長期的にみると，人口の高齢化の影響などにより無職世帯の割合は上昇

傾向が続いている一方で，個人営業などの世帯の割合は低下傾向にある。 
 

図 二人以上の世帯の世帯区分別構成比の推移 －1989～2019年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 世帯主が60歳以上の世帯割合の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 

（注）1999年以前は，農林漁家世帯を除く結果 

（ ）は2019年平均の値 



Ⅱ 総世帯及び単身世帯の家計収支 

(1) 総世帯の消費支出は実質で0.1％の増加となり，６年ぶりの増加

2019年の総世帯注（平均世帯人員2.30人，世帯主の平均年齢59.3歳）の消費支出は，１世帯

当たり１か月平均249,704円で，前年に比べ名目0.7％の増加となった。また，実質では0.1％

の増加と，６年ぶりの増加となった。 

総世帯のうち勤労者世帯（平均世帯人員2.60人，世帯主の平均年齢47.8歳）の実収入は，１

世帯当たり１か月平均512,534円で，前年に比べ名目0.2％の減少，実質0.8％の減少となった。 

（図Ⅱ－１－１，表Ⅱ－１－１，表Ⅱ－１－２，表Ⅱ－１－３） 

（注）総世帯とは，「二人以上の世帯」と「単身世帯」を合わせた世帯をいう。 

(2) 単身世帯の消費支出は実質1.0％の減少となり，２年連続の減少

単身世帯（平均年齢59.0歳）の消費支出は，１世帯当たり１か月平均163,781円で，前年に

比べ名目0.4％の減少となった。また，実質では1.0％の減少と，２年連続の減少となった。 

単身世帯のうち勤労者世帯（平均年齢43.7歳）の実収入は，１世帯当たり１か月平均345,336

円で，前年に比べ名目2.1％の減少，実質2.7％の減少となった。 

（図Ⅱ－１－１，表Ⅱ－１－１，表Ⅱ－１－２，表Ⅱ－１－３） 

図Ⅱ－１－１ 消費支出の対前年実質増減率の推移 

(注) 2018年及び2019年の実質増減率は，変動調整値である。 

※ 2014～2016 年の総世帯の消費支出が，二人以上の世帯及び単身世帯に比べて減少幅が大きくなっている

ことについては，二人以上の世帯及び単身世帯の世帯構成割合が変化し，消費支出水準の低い単身世帯の

割合が上昇したことによる。
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表Ⅱ－１－１  消費支出の対前年増減率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注) 2018年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 
 

 
 
 

表Ⅱ－１－２  消費支出の費目別対前年実質増減率 －2019年－ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

(注)  １ 消費支出の内訳の各費目については，他の世帯への贈答品やサービスの支出を含んでいる。また， 

月平均額は年計を12で除し，実質増減率及び実質増減率への寄与度は年計から算出した。 

   ２ 実質増減率及び実質増減率への寄与度は，変動調整値である。 

   ３ 10大費目のうち単身世帯の教育は，支出金額が少ないことから増減率を表章していない。 

４ 「その他の消費支出」の増減率の実質化には，消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。 

月平均額 月平均額 月平均額

（円） （円） （円）

249,704 0.1 　　　　　　- 293,379 0.9               - 163,781 -1.0               -

68,255 -0.3 -0.09 80,461 0.4 0.12 44,263 -1.0 -0.27

18,364 -4.1 -0.31 17,103 -0.5 -0.03 20,854 -9.8 -1.36

18,485 -3.8 -0.29 21,951 -3.0 -0.23 11,652 -4.8 -0.35

9,601 3.3 0.12 11,717 2.7 0.11 5,443 9.0 0.27

9,514 -0.8 -0.03 11,306 -1.6 -0.07 5,985 4.8 0.17

11,886 3.6 0.16 14,010 3.8 0.18 7,712 4.9 0.21

36,152 1.9 0.28 43,814 3.8 0.56 21,068 -2.8 -0.37

7,633 -2.6 -0.08 11,495 -1.5 -0.06 20            - 　　　　　　-

26,887 1.1 0.12 30,679 3.2 0.33 19,426 -3.8 -0.46

42,928 1.1 0.19 50,843 0.4 0.06 27,359 6.6 1.02

教 養 娯 楽

教 育

家 具 ・ 家 事 用 品

保 健 医 療

実   質
増減率
（％）

実質増減率
への寄与度

（％）

項　　　　目

そ の 他 の 消 費 支 出

消 費 支 出

食 料

住 居

光 熱 ・ 水 道

総世帯

交 通 ・ 通 信

実   質
増減率
（％）

実質増減率
への寄与度

（％）

実質増減率
への寄与度

（％）

二人以上の世帯

被 服 及 び 履 物

単身世帯
実   質
増減率
（％）

二人以上の世帯 単  身  世  帯

月平均額
名     目
増 減 率

実     質
増 減 率

月平均額
名     目
増 減 率

実     質
増 減 率

月平均額
名     目
増 減 率

実     質
増 減 率

（円） （％） （％） （円） （％） （％） （円） （％） （％）
2010 年 252,328 -0.5 0.3 290,244 -0.5 0.3 162,009 -0.4 0.4
2011 247,223 -2.0 -1.7 282,966 -2.5 -2.2 160,891 -0.7 -0.4
2012 247,651 0.2 0.2 286,169 1.1 1.1 156,450 -2.8 -2.8
2013 251,576 1.6 1.1 290,454 1.5 1.0 160,776 2.8 2.3
2014 251,481 0.0 -3.2 291,194 0.3 -2.9 162,002 0.8 -2.4
2015 247,126 -1.7 -2.7 287,373 -1.3 -2.3 160,057 -1.2 -2.2
2016 242,425 -1.9 -1.8 282,188 -1.8 -1.7 158,911 -0.7 -0.6
2017 243,456 0.4 -0.2 283,027 0.3 -0.3 161,623 1.7 1.1
2018 246,399 0.1 -1.1 287,315 0.8 -0.4 162,833 -1.7 -2.9
2019 249,704 0.7 0.1 293,379 1.5 0.9 163,781 -0.4 -1.0

年       次

総  世  帯

15
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(注) 2018年及び2019年の名目増減率及び実質増減率は，変動調整値である。 

（％）

実数
実質
増減率

有業人員

（人）

　2010年 1.49 1.5 0.9 0.7 2.0 3.8 12.5 21.2 20.1 2.3 

　2011 1.49 -2.0 -1.8 -1.4 -4.4 -7.2 -8.3 6.4 8.3 -1.7 

　2012 1.51 1.2 -0.3 -0.3 -0.2 11.0 -1.0 8.5 8.5 1.2 

　2013 1.51 0.2 0.6 0.1 3.2 0.8 2.4 -7.8 -8.5 -0.3 

　2014 1.49 0.0 0.5 0.4 0.9 -1.9 -16.3 -0.9 -4.9 -3.2 

　2015 1.52 0.2 -0.8 -0.5 -2.2 5.6 -3.4 6.9 9.9 -0.8 

　2016 1.52 -1.6 -2.0 -2.3 -0.1 -0.9 7.9 -0.6 0.1 -1.5 

　2017 1.52 1.8 2.1 1.4 6.3 0.0 3.9 4.8 6.1 1.2 

　2018 1.55 0.0 -1.0 -0.9 -1.4 6.9 4.3 -2.2 -0.8 -1.2 

　2019 1.53 -0.2 0.0 0.2 -0.7 6.7 -21.1 -5.5 -6.2 -0.8 

－ 512,534 404,701 330,276 74,426 57,933 10,116 29,307 27,975 － 

　2010年 1.66 0.5 -0.5 -0.7 0.9 2.4 11.1 23.8 23.1 1.3 

　2011 1.66 -2.0 -1.8 -1.1 -5.5 -6.7 -7.7 5.7 7.3 -1.7 

　2012 1.68 1.6 0.2 0.3 -0.1 10.5 -1.4 5.5 6.0 1.6 

　2013 1.70 1.0 1.2 0.3 6.0 2.7 4.3 -6.2 -7.0 0.5 

　2014 1.67 -0.7 -0.2 -0.1 -0.7 -1.5 -15.9 -0.7 -3.6 -3.9 

　2015 1.73 1.1 -0.4 -0.5 0.2 7.1 -2.1 7.0 9.6 0.1 

　2016 1.74 0.2 0.2 -0.3 2.5 1.3 10.4 1.0 0.2 0.3 

　2017 1.74 1.3 1.4 1.0 3.4 -0.5 3.4 4.6 6.3 0.7 

　2018 1.78 0.6 -0.2 -0.7 2.1 6.0 3.5 -2.8 -1.4 -0.6 

　2019 1.77 1.1 1.3 1.6 -0.1 9.1 -19.4 -6.0 -7.0 0.5 

－ 586,149 438,263 355,056 83,207 83,468 14,574 36,458 34,784 － 

　2010年 1.00 4.0 4.8 5.0 3.6 － － -7.0 -11.2 4.8 

　2011 1.00 -1.1 -1.5 -1.9 0.6 － － 21.7 28.0 -0.8 

　2012 1.00 -1.3 -2.4 -2.8 -0.5 － － 33.6 28.9 -1.3 

　2013 1.00 -0.2 0.0 0.7 -3.8 － － -14.1 -13.7 -0.7 

　2014 1.00 3.6 3.2 2.6 7.1 － － 1.1 -11.2 0.3 

　2015 1.00 -1.5 -0.7 0.6 -8.5 － － 11.5 18.1 -2.5 

　2016 1.00 -5.5 -7.0 -7.0 -6.8 － － -0.7 10.2 -5.4 

　2017 1.00 2.8 4.0 1.8 18.0 － － 3.4 1.7 2.2 

　2018 1.00 -4.0 -4.5 -2.3 -16.5 － － -0.9 0.2 -5.1 

　2019 1.00 -2.1 -2.3 -2.8 0.3 － － 8.6 10.0 -2.7 

－ 345,336 328,493 273,694 54,799 － － 13,037 12,479 － 

世
帯
区
分

年　　　次

名  　目 　 増 　 減 　 率

実収入 実収入

勤 め 先 収 入

世帯主
収　入

世帯主の
配偶者の
収  入

他　の
世帯員
収  入

他の経常
収　入

定期収入
臨時収入
・賞与

社会保障
給　付

総
　
世
　
帯

二
人
以
上
の
世
帯

2019年
月平均額（円）

単
身
世
帯

2019年
月平均額（円）

2019年
月平均額（円）

 
表Ⅱ－１－３  実収入の項目別対前年増減率の推移（勤労者世帯） 
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( 円 )

60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

10,000 503 1,896 2,586 5,015

世 帯 人 員 ( 人 ) 2.37 2.48 2.44 2.39 2.33

世 帯 主 の 年 齢 ( 歳 ) 74.8 62.5 67.2 71.7 80.4

持 家 率 ( ％ ) 92.7 89.4 93.6 93.7 92.1

実 収 入 242,468 188,643 259,448 248,056 238,415

社 会 保 障 給 付 199,651 113,196 198,770 206,748 204,767

非 消 費 支 出 32,188 32,900 36,760 32,745 30,021

可 処 分 所 得 210,281 155,743 222,688 215,311 208,394

消 費 支 出 243,260 272,927 271,374 256,315 222,574

黒 字 -32,979 -117,184 -48,686 -41,004 -14,180

平 均 消 費 性 向 ( ％ ) 115.7 175.2 121.9 119.0 106.8

   黒 字 率 ( ％ ) -15.7 -75.2 -21.9 -19.0 -6.8

項　　目 平　均

世 帯 数 分 布 ( １ 万 分 比 )

＜参考４＞ 高齢無職世帯の家計収支（二人以上の世帯・単身世帯） 

 
１ 二人以上の世帯のうち高齢無職世帯 

二人以上の世帯のうち高齢無職世帯（世帯主が60歳以上の無職世帯）の可処分所得を世帯主の

年齢階級別にみると，60～64歳の世帯は155,743円，65～69歳の世帯は222,688円，70～74歳の世

帯は215,311円，75歳以上の世帯は208,394円となった。 

消費支出をみると，60～64歳の世帯が272,927円と最も高く，年齢階級が上がるにつれて低く

なっている。 

（表１） 

      

２ 高齢夫婦無職世帯 

高齢無職世帯のうち高齢夫婦無職世帯（夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの無職世帯）につ

いてみると，実収入は237,659円，可処分所得は206,678円となった。 

消費支出は239,947円，平均消費性向は116.1％となった。 

（図１，表２） 

 

３ 高齢単身無職世帯 

高齢単身無職世帯（60歳以上の単身無職世帯）の実収入は124,710円，可処分所得は112,649円

となった。 

消費支出は139,739円，平均消費性向は124.0％となった。 

（図２，表２） 

 

 

 

表１ 二人以上の世帯のうち高齢無職世帯の家計収支 －2019年－ 

 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

(注) 高齢無職世帯とは，世帯主が60歳以上の無職世帯である。 
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教育
(0.0％)

食料 教養娯楽

交通・通信

保健医療
(6.0％)

25.7％

光熱・水道

住居 家具・家事用品
(4.1％)

社会保障給付 115,558円

92.7％

9.2％

非消費支出

12,061円

そ

の

他

27,090円

不足分

被服及び履物
(2.6％)

9.3％ 9.4％ 11.8％

実収入 124,710円

消費支出 139,739円

その他の消費支出

21.7％

7.3％

うち交際費

10.9％

可処分所得 112,649円

教育
(0.0％)

食料 教養娯楽

交通・通信

保健医療

27.7％

光熱・水道住居
(5.7％)

家具・家事用品
(4.2％)

社会保障給付 216,910円

91.3％

非消費支出

30,982円

そ

の

他

33,269円

不足分

被服及び履物
(2.5％)

8.3％ 11.8％ 10.3％

実収入 237,659円

可処分所得 206,678円

消費支出 239,947円

その他の消費支出

22.8％

8.7％

うち交際費

10.7％
6.6％

図１ 高齢夫婦無職世帯の家計収支 －2019年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

  

 

 

図２ 高齢単身無職世帯の家計収支 －2019年－ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（注） １ 高齢単身無職世帯とは，60歳以上の単身無職世帯である。 

２ 図中の「社会保障給付」及び「その他」の割合（％）は，実収入に占める割合である。 

３ 図中の「食料」から「その他の消費支出」の割合（％）は，消費支出に占める割合である。 

４ 図中の「消費支出」のうち，他の世帯への贈答品やサービスの支出は，「その他の消費支出」の「うち交際費」

に含まれている。 
５ 図中の「不足分」とは，「実収入」から「消費支出」及び「非消費支出」を差し引いた額である。 

 

（注） １ 高齢夫婦無職世帯とは，夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの無職世帯である。 

２ 図中の「社会保障給付」及び「その他」の割合（％）は，実収入に占める割合である。 

３ 図中の「食料」から「その他の消費支出」までの割合（％）は，消費支出に占める割合である。 

４ 図中の「消費支出」のうち，他の世帯への贈答品やサービスの支出は，「その他の消費支出」の「うち交際費」

に含まれている。 
５ 図中の「不足分」とは，「実収入」から「消費支出」及び「非消費支出」を差し引いた額である。 
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月平均額(円) 構成比（％） 月平均額(円) 構成比（％）

(人) 2.00 - - -

(人) 0.09 - - -

(歳) 75.6 - 76.3 -

(％) 23.9 - 26.6 -

237,659 100.0 124,710 100.0

6,389 2.7 - -

6,389 2.7 - -

5,092 2.1 793 0.6

220,395 92.7 119,496 95.8

216,910 91.3 115,558 92.7

469 0.2 1,203 1.0

206,678 - 112,649 -

239,947 100.0 139,739 100.0

66,458 27.7 35,883 25.7

13,625 5.7 12,916 9.2

19,983 8.3 13,055 9.3

10,100 4.2 5,681 4.1

6,065 2.5 3,659 2.6

15,759 6.6 8,445 6.0

28,328 11.8 13,117 9.4

20 0.0 47 0.0

24,804 10.3 16,547 11.8

54,806 22.8 30,389 21.7

20,845 8.7 14,366 10.3

25,749 10.7 15,258 10.9

1,134 0.5 569 0.4

30,982 - 12,061 -

11,976 - 6,245 -

18,966 - 5,808 -

-33,269 - -27,090 -

-5,171 - -5,580 -

116.1 - 124.0 -

高齢夫婦無職世帯 高齢単身無職世帯

平 均 消 費 性 向 ( ％ )

実 収 入

世 帯 人 員

勤 め 先 収 入

世 帯 主 の 配 偶 者 の 収 入

黒字［可処分所得－消費支 出］

金 融 資 産 純 増

そ の 他 の 消 費 支 出

交 際 費

直 接 税

項　　　　　　　目

有 業 人 員

世 帯 主 の 年 齢

世帯主が60歳以上の世帯（総

世帯）に占める割合

事 業 ・ 内 職 収 入

他 の 経 常 収 入

社 会 保 障 給 付

仕 送 り 金

可 処 分 所 得

社 会 保 険 料

非 消 費 支 出

教 育

交 通 ・ 通 信

家 具 ・ 家 事 用 品

諸 雑 費

住 居

食 料

消 費 支 出

教 養 娯 楽

光 熱 ・ 水 道

被 服 及 び 履 物

保 健 医 療

仕 送 り 金

表２ 高齢夫婦無職世帯及び高齢単身無職世帯の家計収支 －2019年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) １ 高齢夫婦無職世帯とは，夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの無職世帯である。 

２ 高齢単身無職世帯とは，60歳以上の単身無職世帯である。 

３ 「消費支出」のうち，他の世帯への贈答品やサービスの支出は，「その他の消費支出」の「交際費」に含まれている。 



　     家計調査結果の公表時期について

   家計調査の結果には，家計収支編と貯蓄・負債編があります。
   公表時期は，原則として以下のとおりです。

　　　≪家計収支編≫

◆ 月平均結果（二人以上の世帯について）
原則として調査月の翌々月上旬
　 次回は，2020年２月分結果を2020年４月７日に公表する予定です。

◆ 四半期平均結果（総世帯・二人以上の世帯・単身世帯について）
四半期ごとの調査最終月の翌々月上旬
   次回は，2020年１～３月期平均結果を2020年５月８日に公表する予定です。
　　 

◆ 年平均結果（総世帯・二人以上の世帯・単身世帯について）
調査年の翌年２月上旬
   次回は，2020年平均結果を2021年２月５日に公表する予定です。

　　　≪貯蓄・負債編≫

◆ 四半期平均結果（二人以上の世帯について）
四半期ごとの調査最終月の４か月後（10～12月期平均結果を除く。）
   次回は，2019年10～12月期平均結果を2020年５月15日に公表する予定です。
　　

◆ 年平均結果（二人以上の世帯について）
調査年の翌年５月
   次回は，2019年平均結果を2020年５月15日に公表する予定です。

　　問合せ先

　　　　※この冊子のPDFファイルは，次のURLからダウンロードできます。

　　　　・家計調査（家計収支編）ホームページ
　　　　　　https://www.stat.go.jp/data/kakei/index.html

　　　　　Family Income and Expenditure Survey (Income and Expenditure) (in English)
　　　　　　https://www.stat.go.jp/english/data/kakei/index.html

　　　　　Portal Site of Official Statistics of Japan (in English)
 　　　　　　https://www.e-stat.go.jp/en/

統計データを引用・転載する場合には，出典（府省名，統計調査名）の表記をお願いします。

　　　　　　https://www.stat.go.jp/data/kakei/sokuhou/tsuki/index.html

　　　　・結果の概要は, 統計メールニュースでも配信しています。
　　　　　メールニュースのお申込みは，統計局ホームページから。
　　　　　　https://www.stat.go.jp/

　　　　・政府統計の総合窓口（e-Stat）
 　　　　　　https://www.e-stat.go.jp/

 家計調査の

 最新情報はこちら！
家計調査 検 索

総務省統計局統計調査部
消費統計課審査発表係

電 話 ０３（５２７３）１１７４

ＦＡＸ ０３（５２７３）１４９５




